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阪急梅田駅（以降、「梅田駅」という。）、現在の大阪梅田駅は、長きにわたり大阪の都市発展の中核を担い、そ

の歴史とイノベーションを通じて地域社会や経済に影響を与えてきた。阪急電鉄（以降、「阪急」という。）の創

業者・小林一三が描いた梅田駅の構想は、単なる鉄道輸送の拠点にとどまらず、沿線開発や都市計画と連動し、

地域の発展を牽引してきた。 

 高度経済成長期には利用者の急増により駅機能が逼迫し、抜本的対策として駅の移転・拡張という大きな決断

に踏み切ったが、この移転は総合開発事業として推進され、人の流れや利便性を重視した計画のもと、技術者た

ちの挑戦が積み重ねられた。 

 完成した新しい梅田駅は、交通拠点にとどまらず、人々の生活に根差した大衆性と文化を備えた都市空間へと

発展し、さらにこの思想は「梅田ビジョン」に継承され、国際都市にふさわしい魅力と機能を備えたまちづくり

へと繋がっていく。 

 本講演では、これらの歩みを踏まえ、駅と都市の相互作用による発展の過程を整理するとともに、その先に広

がる大阪梅田の将来像を展望する。

講演内容 

⚫ 大阪梅田駅の変遷と工事記録映像 

⚫ 移転計画の背景と戦略 

⚫ 移転工事の概要と挑戦 

⚫ 小林一三が梅田にかけた想い 

～技師・鈴木祥六郎氏の功績より～ 

⚫ 「梅田ビジョン」と大阪梅田のこれから 

⚫ 次代をつくる若手への期待とメッセージ 

 

阪急梅田駅移転 

 ～時代を見据えた戦略と決断が導いた大阪梅田の発展～ 
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1. はじめに 

明治 40 年（1907 年）に設立された阪急電鉄の前身

である箕面有馬電気軌道は、明治 43 年（1910 年）に

梅田～宝塚・箕面間で開業した。創業者である小林一

三は、開業当時、農村地帯であった沿線用地を買収し、

その土地を住宅地として分譲することで鉄道建設費

を賄い、鉄道需要を増大させた。その後、大正9年（1920

年）の神戸線開業で安定した収益基盤を確立するとと

もに、社名を阪神急行電鉄へと変更し、その略称であ

る「阪急」がその後のブランドとなった。 

 国策による京阪電気鉄道との合併・分離を経て、第

二次世界大戦後、現在の神戸線、宝塚線、京都線を中

心とした京阪神ネットワークのおおよそが完成した。 

 昭和 30 年代に入ると、阪急の沿線地域の急速な開

発と発展に伴い、阪急各線とも旅客人員の数は急上昇

し、全線の要である梅田駅でも乗降客が大幅に増加し

た。梅田駅の乗降客の急増に対応するため、梅田－十

三間の三複線化、梅田駅構内の地下道新設、ホームの

延伸、関連設備の改良・増設などを順次実施してきた

が、列車ダイヤや編成長、立地条件などの制約により、

これ以上の増強策を講ずることが困難となり、駅の移

転拡張計画に踏み切ったのである。 

2. 移転計画の背景と戦略 

(１)戦後の時代背景と阪急の課題 

梅田駅は明治 43 年（1910 年）、国鉄大阪駅の南側

に宝塚線の 1両編成車両が乗り入れる単線ホームから

始まった。その後、増加する旅客に対応するため、駅

とホームの拡張を重ね、昭和 41 年（1966 年）の移転

工事着工前には、5 両（一部 6 両）編成車両が乗り入

れる８線ホームへと発展した。 

 もっとも、こうした拡張は常に構造的な制約の中で

の対応であった。梅田駅は周囲を御堂筋、地下鉄、国

鉄高架線などの都市施設に囲まれており、物理的に拡

張の余地が限られていた。 

このような制約が、特に顕著な課題として表面化し

たのが、戦後の高度経済成長期であった。この頃、東

京オリンピックの開催や東海道新幹線の開通に象徴

されるように、都市の発展と都市間移動は急速に拡大

した。阪急沿線も例にもれず、昭和 30 年代後半には

各都市の人口が急増し、めざましい発展を遂げた。 

この需要増に対応するため、阪急各線の輸送力増強

が重要課題となり、昭和 34 年（1959 年）に梅田－十

三間の三複線化、昭和 38 年（1963 年）には京都地下

 
図 1-1 開業当日の梅田駅 

 
図 1-2 梅田駅の移転 

 
図 2-1  創業期～移転までの梅田駅の変遷 

 

図 2-2 梅田駅を囲む環境（昭和 9年（1934 年）） 
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線、千里山線（現、千里線）の延長工事などが相次い

で行われた。一方で、その結果として輸送人員はさら

に増大し、ターミナルである梅田駅に負荷が集中した。 

昭和 40 年（1965 年）には１日約 60 万人が梅田駅

を利用し、これは当時の民鉄として最大級の乗降客数

であった。この混雑は運行の安定性、ホーム上の安全、

改札処理等、駅運用全般に影響を及ぼす経営上の重要

課題となった。 

 
図 2-3 当時の梅田駅構内の様子（昭和 36年（1961年）） 

 

（２）梅田駅の混雑緩和に向けた戦略・検討 

 阪急は移転拡張に先立ち、昭和 30 年代から梅田駅

の混雑緩和および滞留対策に取り組んだ。構内地下道

と地下改札の整備、国鉄高架橋下へのホーム延長など、

限られた条件下で改良を重ねた。しかし、ホーム延伸

は国鉄高架の制約を受け、改札の増設も増大する滞留

に十分対応できず、小規模な改良の積み上げだけでは

梅田駅の混雑を根本的な解決には至らなかった。 

 そこで、駅構内の改良に留まらない施策として検討

したのが、新線整備による輸送の負荷分散であった。

国土軸（新幹線）との接続を視野に、「淡路－新大阪－

十三」および「新大阪－神崎川」を結ぶ連絡線計画を

構想した。これにより、国土軸へのアクセス性を向上

させるとともに、京都線と神戸線を直通させ、梅田駅

への集中を緩和することを企図したが、用地買収など

の難航により、結果的に計画を見直した。 

 
図 2-5 国鉄高架下（右）まで延びたホームの様子 

 

 このように既存駅での対策や新線計画による解決

にも限界があると判断し、抜本的に梅田駅そのものの

再構築を検討した。具体的には、「①南側延長伸」、「②

地下化」、「③高高架化」、「④北側移設」の 4 つの案を

比較検討した。 

 

図 2-4 年間輸送人員と梅田駅乗降人員の推移 
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検討の結果、戦前から構想していた「①南側延長」

はやはり周辺環境と敷地による制約が大きく、「②地

下化」は地下鉄との関係等で困難であった。「③高高架

化」についても国鉄との調整上の制約が大きく断念し

た。これらの結果として、国鉄高架橋の北側に新たな

駅を建設し、線路・ホームを段階的に切り替える「④

北側移設」案以外に有効な方策はないと判断した。 

もっとも、この「④北側移設」案については、将来

の拡張性の点では有効であった一方、同時に多くの課

題を伴っていた。第一に、移転先に広がる商店街や住

宅地の大規模な用地取得を行い、補償や合意形成を進

める必要があった。第二に、平常の列車運行を継続し

ながら工事を進めるため、安全な施工方法を確立する

必要があった。さらに当時は、主要駅や都市機能が国

鉄大阪駅より南側に位置していたため、移転先の北側

は未開発の地域であり、梅田駅を従来位置から約

200m 北へ移設することは、お客様の利便性低下を招

くものでもあった。このため、移動抵抗をいかに軽減

するかも重要な検討課題であった。 

このような課題を踏まえつつ、昭和 37 年（1962 年）

に移転・拡張の方針を定め、移設に必要な用地の取得

を進めた。必要とした全用地区域は、総延長約 450ｍ、

敷地面積は約 38,500 ㎡に及び、このうち阪急用地外

の約 65％にあたる約 26,400 ㎡、約 370 世帯の用地買

収を要した。商店街や住宅地が広がる地域での用地取

得であったが、わずか 7 年でこれを完了した。  

 
図 2-6 4つの梅田駅移転拡張計画 

 

図 2-7 1960年代の梅田と梅田駅の移転先 

 

 
図 2-8 梅田駅の移転予定地と用地取得範囲 
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（３）総合開発事業としての梅田駅移転 

 こうした検討を踏まえ、梅田駅の移転拡張工事は昭

和 41 年（1966 年）2 月に着工した。工事は１期～４

期に分けて進め、昭和 48 年（1973 年）11 月に竣工し

た。総工費は 365 億円（当時）に達した。 

完成した新駅は、9 線 10 面のホームを備え、多くの

お客様を輸送可能なターミナルとしての機能を強化

した。さらに、駅下に阪急三番街、駅上に阪急ターミ

ナルビルを整備することで、ターミナル機能・ダウン

タウン機能・都心機能を一体的に備えた総合的な都市

空間を創出した。これにより、駅は単なる交通結節点

にとどまらず、多様な都市活動を支える拠点へとその

役割を拡大した。 

 

図 2-9 総合開発事業としての新しい梅田駅 

この総合開発を構成する中核施設の一つが、地下街

を中心とした商業施設「阪急三番街」である。阪急グ

ループの総力を挙げて開業した本施設は、自然をテー

マに、世界で初めて「川のあるまち」を地下空間に出

現させ、国鉄高架線北側のいわゆる“駅裏“のイメージ

の一新を図った。明るく開放的な店舗配置、ゆったり

とした空間整備のほか、地下 2 階には清流に加えて高

さ 12m の大滝を設置するなど、従来にない画期的な

地下街を実現した。 

また、旧駅から新駅への移行に伴う不便を軽減する

ため、動線計画にも重点を置いた。ムービングウォー

クの設置（日本初）やエスカレーターの整備、ホーム

幅員の拡幅などにより、移動距離の増加に対する移動

抵抗を低減する工夫を行った。さらに、自動改札機や

自動券売機を導入し、人の流れを円滑に処理すること

で、利便性と安全性の両立を図った。 

 

図 2-11 お客様サービス向上施策 

（左：ムービングウォーク、右：自動改札機） 

 

3. 移転工事の概要と挑戦 

（１）工事の全体概要 

 梅田駅移転工事は、列車運行を止めることなく段階

的に建物を構築して列車を入線する必要があり、極め

て制約の厳しい条件下で施工された。このため工事は

第１期～第４期に分けて段階的に進められた。工事は

昭和 41 年（1966 年）２月に着工、昭和 48 年（1973

年）11 月に竣工し、全工期は約８年であった。 

工事期間中には昭和 45 年（1970 年）に開催された

大阪万博が重なり、労働力の確保や工程管理の面でも

負荷が増大した。そのような中で、運行と工事を両立

させるための綿密な工程管理と段階施工が徹底され、

昼夜を問わない施工や限られた作業空間での高度な

技術対応が求められるなど、工事関係者の多大な努力

と工夫の積み重ねによって完遂された。 

 

 

 

 
 

図 2-10 阪急三番街「川のあるまち」 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 工事スケジュール 

3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12

1972年 1973年

昭和41年 昭和42年 昭和43年 昭和44年 昭和45年 昭和46年 昭和47年 昭和48年

1966年 1967年 1968年 1969年 1970年 1971年

▼1966/2/1着工 1967/8/27竣工▼

Ⅰ期工事：19か月

▲1967/8/28着工 1969/11/30竣工▲

Ⅱ期工事：27か月

▼1969/12/1着工 1973/11/23竣工▼

Ⅲ期工事：24か月

▼1971/11/28着工

Ⅳ期工事：23か月

1971/11/28竣工▼

1972/3/14竣工▲

全工事期間：約8年

▲1969/12/1地下階着工

阪急ターミナルビル：12.5+14か月

大阪万博工事期間 大阪万博
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（２）工事を遂行する上での課題 

 本工事の遂行にあたっては、いくつかの重大な課題

が存在していた。第一に、梅田特有のシルトや粘性土

からなる軟弱地盤への対応である。当時は排水処理施

設も古かったため、地下掘削時には、掘削底への雨水

流入による影響が頻繁に発生し、実際に年に 5～6 回

規模で排水対応が必要となるなど、安定した施工環境

の確保が困難であった。このため、雨が降るたびに雨

水処理対応が求められた。 

第二に、列車運行を継続しながら工事を進める必要

があるため、工事エリアと営業線との近接施工では、

極めて高度な安全管理が求められた。国鉄高架橋や既

存阪急線に隣接した環境下での施工では、計測機器を

用いた変位監視や関係機関との綿密な協議が不可欠

であり、列車運行への影響を最小限に抑えるための工

法選定や施工上の工夫が行われた。また、搬入経路が

少なかったため、長尺物の資材搬入は全て夜間工事に

なるなど、作業効率と安全性の両立が大きな課題であ

った。さらに、日中の作業では列車通行時は作業を中

断するなどの対応も行った。 

 
図 3-2 国鉄営業線近接施工の様子 

第三に、これらの制約条件のもとで、列車入線や各

エリアのオープンを遵守する必要があり、全体として

極めてタイトなスケジュール管理が要求された。実際

に、杭工事やコンクリート打設は夜間を含めた 24 時

間体制で施工するなど、工程短縮を図るために様々な

苦労があり、同時に施工精度をはじめとする品質管理

を徹底しながら短工期を実現する必要があった。特に

竣工前には数か月の休日返上作業を行うなど、全員一

丸となって竣工に向けて工事を突き進めた。 

さらに第四に、昭和 45 年（1970 年）の大阪万博の

開催に伴い建設需要が急増し、作業員の確保が困難に

なるという外的要因も重なった。当時は各建設現場が

人員確保に奔走する状況であり、万博工事と重複する

時期には作業員が昼は万博、夜は本工事に従事するな

ど、労働力のやり繰りに多大な苦労があった。このよ

うな状況は工程管理や品質確保にも影響を及ぼし、計

画通りに工事を進めるうえで大きな制約となった。 

このように、地盤条件・施工環境・工程管理・人的

資源といった複数の制約が同時に存在する中で、それ

ぞれに対して適切な技術的・運用的対応が講じられた

ことにより、本工事は遂行された。各期における工夫

と現場での不断の努力の積み重ねが、営業を継続しな

がらの大規模ターミナル移転という高難度プロジェ

クトの完遂を可能としたのである。 

 

（３）当時の技術者たちの挑戦と苦労 

 本工事は様々な厳しい条件下であったため、技術者

たちは数々の課題に直面した。その中で、安全性や施

工効率を高めるための新たな技術開発や新規の試み

が行われた。 

 まず、地下工事における本設地下柱を利用した杭構

真柱の施工である。地下工事では、近接する鉄道高架

橋や周辺インフラに影響を及ぼさず、かつ短工期施工

が実現できる逆打ち工法が採用された。逆打ち工法で

は、１F の先行床を構築するため、杭に支持された構

真柱の施工が必要になる。当時は逆打ち工法自体が開

発されたばかりで、他の作業所では複数本の仮設支持

杭を本設柱の周りに構築していた。一方、本工事では

工期短縮やコスト削減のため、本設地下柱を構真柱と

して利用する工法を開発し、精度よく構真柱を建て込

むための施工方法や治具の開発が行われた。 

 

図 3-3 逆打ち工事の構真柱（右が今回工事） 

 

図 3-4 本設構真柱の詳細（左）と設置治具（右） 
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次に、地上階の鉄骨建方作業では「コラムロック」

の原型となる吊治具が開発された。従来は高所で作業

員が玉掛けを外す必要があり、墜落などの危険を伴う

作業であったが、本治具により作業階で外せるように

なり、高所作業のリスクを大幅に低減し、施工効率も

向上した。このコラムロックは本工事を契機に開発さ

れたものであり、その後は鉄骨工事の現場で広く普及

し、安全性向上に寄与している。 

 
図 3-5 コラムロック詳細図 

また、揚重作業の効率化やあと施工の削減を図るた

め、「フロアクライミング式のタワークレーン」が導入

された。これは建物内部に設置したクレーンを施工の

進捗に応じて上昇させていく方法であり、関西初の試

みとして実施された。これにより、狭隘な都市空間に

おいても高層部への効率的な揚重作業が可能となり、

工程の円滑化に大きく貢献した。地上の外装工事には

アルミカーテンウォールをユニット化し外部を無足

場で施工する工法が採用された。これも関西初の試み

であり、現在の超高層ビルの外装工事の施工でも広く

実施されている。 

このように、本工事では難解な工事条件のもと、

様々な課題を解決するために、当時の技術者が挑戦を

繰り返すことで技術が生み出され、安全性と施工性が

大きく向上した。その多くが現在の建設技術の基盤と

して広く受け継がれている。 

 

4. 「梅田ビジョン」と大阪梅田のこれから 

梅田駅の移転は、交通機能の強化にとどまらず、大

阪梅田そのものの発展に大きな影響を与えた。移転に

より駅が国鉄大阪駅の北側へ展開したことで、国鉄駅

南側に都市機能が集中していた従来の都市構造から、

北側を含めた広域的な都市形成へと転換が進んだ。こ

の結果、大阪梅田エリア全体の拡大と発展が促進され

た。加えて、旧駅跡地の再開発や新たな商業・ビジネ

ス施設の整備を通じて、大阪梅田は西日本を代表する

商業・ビジネス拠点としての地位を確立していった。 

こうした駅移転を契機とした都市構造の変化を基

盤として、阪急は大阪梅田エリアにおける面的な広が

りを意識したまちづくりを展開してきた。 

特に 2000 年代以降は、老朽化した施設の更新を契

機に、周辺エリアを含めた一体的な再開発を推進し、

大阪梅田の都市力および国際競争力の向上を図って

いる。その中核を成すのが、阪急百貨店の入居する旧・

梅田阪急ビルの建て替え、そして新阪急ビルと阪神百

貨店の入居する大阪神ビルディングの一体建て替え

である。建て替え後の大阪梅田ツインタワーズ（ノー

ス・サウス）においても面的な拡がりを狙いとして、

地下街とのバリアフリー化や歩道橋とのデッキ接続、

地下道の拡幅や空中回廊等を整備した。これにより、

地上・地下・上空の各レベルが有機的に接続され、駅

の移転によって拡大した大阪梅田エリア全体におい

て、高い回遊性を備えた都市空間が形成された。  

 
図 4-2 大阪梅田ツインタワーズ 

（左：ツインタワーズ・サウス、右：ツインタワーズ・ノース） 

 

 

図 4-1 梅田駅移転後の北側エリア開発 
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図 4-3 回遊性向上施策 

 

こうした流れを踏まえ、阪急阪神ホールディングス

は 2020 年に「梅田ビジョン」を策定し、大阪梅田を

国際的な競争力を持つ拠点、すなわち世界と関西をつ

なぐ国際交流拠点へと成長させることを目標として

掲げた。さらに、芝田一丁目計画をはじめとする大規

模再開発においては、ターミナル駅としての機能を活

かしながら、商業・ビジネス・交流機能を高度に融合

させた複合拠点の形成を目指している。  

 

図 4-4 「梅田ビジョン」 

 

昭和 40 年代に行われた梅田駅の移転は、大阪梅田

の都市構造に大きな変化をもたらしたのみならず、そ

の後の都市開発の方向性を規定する基盤となり、現在

に至るまで継続的な価値創出を支えてきた。今後も芝

田一丁目計画をはじめとする梅田ビジョン推進プロ

ジェクトの取り組みを通じて、人と都市が有機的につ

ながる空間づくりを進めることで、高い国際競争力を

有する都市としての価値向上を図っていく。 

 

 

5. おわりに 

 阪急梅田駅の移転事業は、創業者・小林一三の描く

都市像をもとに、高度経済成長期における輸送需要の

急増という課題に対応して、駅機能を抜本的に再構築

した取り組みであった。狭隘な都市条件の中で北側移

設を決断し、大規模な用地取得や鉄道運行を継続しな

がらの施工、軟弱地盤への対応をはじめとした、数々

の困難を乗り越えて実現した。 

本事業は、単なる駅機能の拡充にとどまらず、商業・

業務機能を併せて整備することで、ターミナル機能と

都市機能の一体的な形成を図った。地下街やコンコー

スの整備により、多様な人の流れを受け止める空間を

構築し、駅と都市の関係を再構成するとともに、新た

な都市生活の場を創出した点が、本事業の特徴である。 

この移転を契機として、梅田の都市構造は大きく変

化し、駅を中心とした回遊性の向上や面的な都市形成

が進展した。一方で現代では、人口減少や高齢化をは

じめとした社会環境の変化等により、都市の求心性・

役割も変わりつつある。こうした中で、鉄道駅・公共

交通を中心に、いかに都市における人々の暮らしを再

構築できるかが重要な観点となっている。これはすな

わち、現代は都市を単なる機能集積拠点とせず、都市

に魅力や持続性をもたらす文化と、これを支える空間

（パブリックスペース）をどのように創出・活用する

かが求められる時代ともいえる。 

本事業で示された駅と都市の関係のあり方は、これ

からのまちづくりを考える上で重要な示唆を与える

ものといえる。先代の思想や技術を継承しながらも、

次なる時代を見据えた「梅田ビジョン」に基づいたプ

ロジェクトを推進することで、大阪梅田の国際的な価

値の向上に貢献していきたい。 

 

〈図表・写真の提供〉 

図 1-2, 2-7 

国土地理院撮影の空中写真（https://maps.gs

i.go.jp/）を阪急電鉄㈱が加工・作成 

図 3-1, 3-3~5, 4-3（右下） ㈱竹中工務店 

図 4-4 阪急阪神ホールディングス㈱ 

プレスリリースより抜粋 

他 阪急電鉄㈱ 


